　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考様式）
下請負人の受益の意思表示書
（工事業者用）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日　
　○○○○建設業協会　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（甲）住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（丙）住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実印
第１　□□□□□□□会社（以下「甲」という。）は、○○○○○建設業協会（以下「乙」という。）と□□□□□□□□会社（以下「丙」という。）との間で、平成　　年　　月　　日締結された債権譲渡契約（以下、「債権譲渡契約」という。）について、同契約書の各条項を承認したうえで、同契約書第９条第１項に規定する受益の意思表示をします。この場合、譲渡債権によって担保される甲の丙に対する債権は、次のとおりです。
１　被担保債権の表示
　　丙が□□□□□□との間で、平成　　年　　月　　日に締結した工事請負契約を履行するため、甲を下請負人として使用する請負工事について、甲が丙に対して現在有し及び将来確定し取得することあるべき以下の下請工事代金債権
２　下請工事代金債権の表示
　　工事名    
　　工事場所  
　　工期      　　　　自　平成　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　至　平成　　年　　月　　日
　　請負った工事の内容
　　請負代金額　　　　　　　金　　　　　　　　円
第２　乙が、債権譲渡契約の各条項に基づいて行う、乙の債権への弁済の充当並びに乙による甲に対する前記下請工事代金債権についての支払に関しては一切異議なくこれに従います。
第３　遵守事項
１　甲は下請工事の概要及び下請工事代金債権の内容について、乙に対して、遅滞なく通知すること。新たに丙と下請契約を締結したときにも、同様とする。
２　乙が、甲への支払手続につき、甲又は丙の協力を必要とする場合は、甲又は丙は直ちに乙に協力すること。この場合において、必要となる費用については、甲又は丙が負担することとする。
３　甲と丙とは、乙の甲への支払手続を容易ならしめるため、下請契約を書面で行う等、甲と丙との債権債務関係を明確にすること。
第４　この書面の確定日
	
	確定日付印欄
	

	
	
	


